






















いう部分だけが取り上げられて、国民 年金の将来を不安視する声 広まり、政府与党筋は参議院選挙を前にしてこの報告書自体を否定する動きにつながった。少子高齢化の進展の中で、子 親を支える考えを基本とした現在 年金制度がすでに維持不可能になっており、抜本的な改革が必要とされるのを知りながら、政府は問題を先送 し続けているのである。
著者は、このような政府の大衆迎合の姿勢が日
本をポピュリズム国家とし、本当に必要な経済政






















ズム国家では既得権が保護され、声高な要求を叫ぶ国民の短期的な利益が重視され、長期的 問題の解決は先送りされる。ポピュリズムを脱し改革を先送りしない国家を形成し、課題を解決するサービスの創出で経済の成長を図るという著者の主張は一貫している。特に、年金や介護の社会保障政策の効率化と、福祉からサービスの旗印 下での将来の介護や保育 サービス産業の成長の提言は具体的で説得的である。またこれらの改革の中で取り残される可能性の 貧困層への福祉政策についても著者は目を配っている。
本書により多くの読者が、わが国が少子高齢化













力としての外国人労働力の受け入れを提言する。技能研修生を教育訓練して普通の専門性 持つ労働者にするという著者の提言は、本書刊行後 国会で提案採択された『外国人労働者資格改正の法案』でその多くが具体化され、労働力不足下で高度の専門性を持つ外国人を受け入 施策から、一般の労働者も介護や観光、建設、農業といった特定の分野で受け入れていく政策に政府はかじを切った。
のであることを示す。特に二十三区内の私大の定員増を認めない法律について、本来の地方創生の目的には何の効果もなく、単に定員割れ 大学の救済政策にすぎないことを明らかにし、このような既得権の保護政策は、既存の大学間の競争を抑制しその質を下げることで 受益者たる学生を犠牲者に ているとする。
4章では、少子高齢化の中で持続可能な社会保
障改革をどう進めるかが議論される。必ずしも低所得層ではない多くの高齢者への所得移転に っている現状の社会保険給付を合理化し、その財源で貧困層への福祉給付の重点化 図るこ を提言する。更に、最も所得格差 大きい高齢者層内部での再配分を強化し、また、医療・介護等 基礎的な給付につい は政府が責任 持つ一方で、上乗せ分を民間の多様なサービスと組み合わせることで、財政負担増なしに質の向上を図ること 提言する。
5章では、都合のよい前提で政策の失敗を上塗
りし、改革が必要な公的年金制度の問題を先送りする政権の問題 取り上げられる。有り得ない前提の年金財政検証、支給年齢引き上げ 先送り、積み立て不足と賦課方式の矛盾、年金額引き下げに対する政治抵抗、女性の年金問題等を検討し、年金目的消費税の導入や年金ガバナンスの回復を提言する。
